
 

○河川・道路管理用光ファイバの民間事業者等による利用について 

（平成 14 年６月 28 日 国河政第 24 号、国道利第９号 各地方整備局長、北海道開発局

長、沖縄総合事務局あて 国土交通省河川局長・道路局長） 

最終改正：平成 16 年６月 25 日 国河政第 43 号、国道利第 16 号 

 

国土交通省においては、平成 13 年３月に政府において策定した「e-Japan 重点計画」

に掲げられている「世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成」を積極的に支援す

るため、公共施設管理用光ファイバ収容空間等の整備、開放を推進してきたところである

が、今般、高度情報通信ネットワークの形成をより一層進めるため、従来の収容空間等の

整備、開放に加え、国の管理する河川・道路管理用光ファイバの芯線のうち、当面利用予

定のないものについて、民間事業者等に開放することとしたところである。 

ついては、開放方法等の取扱いについては下記のとおりとするので、河川管理施設又は

道路附属物としての機能確保に配慮しつつ、適正に対処することとされたい。 

 

記 

 

１ 開放の要領等 

(1) 開放方法 

河川・道路管理用光ファイバの芯線のうち当面利用予定のないものについて、河川

法（昭和 39 年法律第 167 号）第 17 条第１項及び第 66 条又は道路法（昭和 27 年法律

第 180 号）第 20 条第１項及び第 55 条第１項の規定に基づく協議により、兼用工作

物管理協定を締結し、開放することとする。 

(2) 開放対象 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 41 条第１項に規定する電気通信設備

のうち電気通信回線設備を設置する電気通信事業者、ケーブルテレビ事業者、国及び

地方公共団体（以下「民間事業者等」という。）とする。 

なお、ケーブルテレビ事業者とは、有線テレビジョン放送法（昭和 47 年法律第 114

号）第２条第３項に定める有線テレビジョン放送施設者及び電気通信役務利用放送

法（平成 13 年法律第 85 号）第２条第３項に定める電気通信役務利用放送事業者（う

ち電気通信役務利用放送法施行規則（平成 14 年総務省令第５号）第２条第２号に定

める有線役務利用放送を行う者）をいう。 

(3) 分担金の額 

民間事業者等が分担すべき金額は、16 円（芯／ｍ／年）とする。ただし、堤防区間

等、敷設が容易な箇所については、11 円（芯／ｍ／年）とする。 

 

２ 兼用工作物管理協定の締結 

別添の兼用工作物管理協定（案）（以下「管理協定（案）」という。）に準拠して協定

を締結すること。 



 

管理協定（案）は、河川・道路管理用光ファイバの芯線等を兼用工作物とした場合の

標準的な例を想定して定めたものであるので、兼用工作物の構造上の特性、慣行等を考

慮し、必要に応じ、合理的な範囲内で管理協定（案）と異なる内容とすることは差し支

えない。ただし、管理協定（案）のうち、使用の中断及び終了、使用期間、協定の解除、

非常時における河川・道路管理用通信の確保等、その趣旨を変更することができない規

定があるので、特に管理協定（案）の内容を変更しようとするときは、事前に当局と協

議すること。 

 

３ 事務処理上の留意事項 

兼用工作物管理協定の締結等に関しては、事務の簡素化及び民間事業者等の負担の

軽減等の観点から、関係各部門が緊密に連携し、事務処理の円滑化、効率化を図ること。 

 

 

  



 

（別添） 

 

兼用工作物管理協定（案）＊１ 

＊１ この部分は、「一般国道○号道路管理用光ファイバ等兼用工作物管理協定」又は「○○川河川管理用光ファイバ

等兼用工作物管理協定」とする。 

 

株式会社○○＊２（以下「甲」という。）と国土交通省○○地方整備局（以下「乙」とい

う。）とは、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２０条第１項及び第５５条第１項［河

川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項及び第６６条の規定］の規定に基づき、

次のとおり協定を締結する。 

＊２ 相手方の名称を記入すること 

（目的） 

第１条  本協定は、別紙１に掲げる対象区間の道路［河川］管理用光ファイバケーブル

の芯線の使用及び管理の方法等に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条  本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 道路［河川］管理用光ファイバケーブル 乙が道路［河川］管理の用に供

するために設置している道路附属物［河川管理施設］である光ファイバケー

ブルをいう 

二 兼用芯線 道路［河川］管理用光ファイバケーブルの芯線のうち、本協定

に基づき甲及び乙の兼用工作物となる芯線をいう 

三 専用芯線 道路［河川］管理用光ファイバケーブルの芯線のうち、専ら道

路［河川］管理者が使用する芯線をいう 

四 甲の電気通信事業＊３ 甲が、兼用芯線を使用して第三者に対し提供する

通信サービス＊４をいう 

＊３ 甲が国又は地方公共団体の場合は、「業務」と読み替える 

甲が有線テレビジョン放送施設者又は電気通信役務利用放送事業者（うち有線役務利用放送を行う者。）の場合

は、「有線テレビジョン放送」又は「有線役務利用放送」と読み替える 

＊４ 甲が国又は地方公共団体の場合は、「行う業務」と読み替える 

甲が有線テレビジョン放送施設者又は電気通信役務利用放送事業者（うち有線役務利用放送を行う者。）の場合

は、「第三者に対し提供する放送サービス」と読み替える 

 

（使用の原則） 

第３条  甲は、道路［河川］管理用光ファイバケーブルが道路［河川］管理の用に供す

るために設置されたものであることにかんがみ、兼用芯線を使用することによ

り、道路［河川］管理に支障が生じないよう配慮するものとする。 



 

２  乙は、甲の兼用芯線の使用については、本協定に別段の定めがない限り、甲の

書面による同意なしに一方的に中断又は終了することはできない。 

 

（兼用工作物の範囲等） 

第４条  本協定に定める兼用工作物の範囲は、別紙１に定める道路［河川］管理用光フ

ァイバケーブルの芯線及びそれに付属するクロージャの部分とする。 

２  兼用工作物の財産は、乙に帰属するものとする。 

 

第５条  甲は、甲の兼用芯線の使用に関し必要となるクロージャ等への接続工事につ

いては、乙の立会いのもと行うものとし、接続工事に要する費用は甲の負担とす

る。 

２  甲の中継装置、伝送機器及びクロージャ等の設置に要する費用は、甲の負担と

する。ただし、当該装置等を乙の庁舎等内に設置することはできない。 

３  甲は、乙が指定するクロージャからのみ兼用芯線を分岐できるものとする。 

４  甲は、乙が指定するクロージャから兼用芯線を分岐するにあたり、当該クロー

ジャのあるハンドホール内（架空の場合においては当該クロージャの近傍）での

み、甲のクロージャを設置するものとする。 

 

（使用開始日） 

第６条  甲は、接続工事完了後、速やかに、書面により、乙に当該兼用工作物の使用を

開始する日（以下「使用開始日」という。）を報告する。 

 

（使用期間） 

第７条  兼用工作物の使用期間は、使用開始日から平成○○年３月３１日（最大１年

間）までとする。 

２  甲及び乙が期間満了の６か月前までに、更新しない旨を書面により合意した

場合を除き、協定は同一条件で１年間更新されるものとする。ただし、使用開始

日から１０年を経過した後は、乙は６か月前までに甲に通告すれば、甲の同意な

く更新を拒否することができる。 

 

（分担金） 

第８条  兼用工作物の年額の分担金は、別紙２に定める額に別紙１のケーブル長（ケー

ブル長は１メートル単位とし、１メートルを超えて端数があるときは、１メート

ルとして計算するものとする。）及び芯線数を乗じた額とする。ただし、使用開

始年度の分担金は、対象区間ごとに、使用開始日を起算日として年額の分担金を

暦年で日割り計算した額とする。 

２  使用の期間に１年未満の端数があるときは日割をもって計算するものとする。 

３  経済変動等に伴う、金利、物価等の大幅な上昇により、別紙２に定める額の改



 

定が必要であると認められるときは、甲乙協議の上、これを改定することができ

る。 

 

（分担金の支払義務及び支払方法） 

第９条  甲は、毎年度、乙が納付期限等を定めて発行する納入告知書により、当該年度

の分担金を納入しなければならない。ただし、使用開始年度の分担金は、使用開

始日以降、乙が納付期限等を定めて発行する納入通知書により、分担金を納入す

るものとする。 

２  分担金で既に納めたものは、返還しない。ただし、第１３条第１項、第１７条

第２項及び第３項に定める場合で、乙の責めに帰す事由による場合にはこの限り

でない。 

 

（道路［河川］の占用許可等） 

第１０条  甲が引出用ケーブル及びこれに附随して使用するクロージャ等の光接続材

を乙が管理する道路［河川区域内の土地及び河川保全区域］に設けるときは、

道路法第３２条［河川法第２４条、第２６条、第５５条］の規定に基づく許可

を受けなければならない。また、甲が引出用ケーブルを乙が管理する庁舎等に

設けるときは、国有財産法第１８条第３項の規定に基づく許可を受けなけれ

ばならない。 

２  乙が設置したクロージャ、光成端箱等に甲所有の光ファイバケーブルを接続

する場合における保守責任分界点は、引出側接続部とする（別紙３）。 

 

（許認可等の取得） 

第１１条  甲及び乙は、本協定に係る関係行政官庁に対する必要な手続をそれぞれの

責任と費用負担において行うものとする。 

 

（維持管理） 

第１２条  乙は、兼用工作物、甲の設備と兼用芯線との接続点等に係る点検方法等、保

守の実施に必要な事項について保守細則を定め、それに基づき保守を行うも

のとする。 

 

（使用の中止） 

第１３条  次の各号に該当する場合には、兼用工作物の使用を中止することができる。 

一 天災地変その他不可抗力によりやむを得ない場合 

二 道路［河川］工事等により道路［河川］管理用光ファイバケーブル等を移

転する場合 

三 道路［河川］の維持、修繕その他の管理によりやむを得ない場合 

四 その他事故による場合 



 

２  前項第２号及び第３号に掲げる場合において、兼用工作物の使用を中止する

ときは、乙は、あらかじめ十分な時間的余裕をもって甲に通知するものとする。

ただし、緊急に兼用工作物の使用を中止する必要がある場合その他やむを得な

い場合には、この限りでない。 

３  第１項第１号及び第４号に掲げる場合において、兼用工作物の使用が中止さ

れたことを乙が覚知した場合には、速やかに甲に通知するものとする。 

 

（障害等の復旧等） 

第１４条  甲の責めに帰さない事由により、兼用工作物に障害又は滅失等の損害が発

生した場合、乙は、自らの負担で速やかにその復旧に努めるものとする。ただ

し、障害等の復旧が困難な場合、乙は、速やかに甲とその対応について協議す

るものとする。 

２  甲及び乙は、天災、事変等双方の責めに帰さない事由により兼用工作物が使

用できない状態が発生し、その復旧の見込みがなく使用の継続が困難と判断

される場合、協議の上、兼用工作物の使用を終了させることができる。 

３  乙は、第１項の場合において乙が管理する道路［河川］の復旧を要する事態

が生じた場合には、道路［河川］の復旧を優先することができるものとし、甲

はこれに協力しなければならない。 

 

（非常時における道路［河川］管理用通信の確保） 

第１５条  甲は、専用芯線が災害等により断線し、又は一時的な通信量の増大等による

必要が生じたため、乙から求められた場合においては、必要に応じ、別途協議

して定める方法により、兼用芯線の利用等による道路［河川］管理用通信の確

保を図るものとする。 

 

（分担金の返還） 

第１６条  乙の責めに帰す事由により、第１３条第１項第２号から第４号までに掲げ

る事由による通信の一時中断により、兼用工作物を利用することができない

状態が生じたとき又は前条の規定により甲が兼用工作物を使用しないことと

なったときは、そのことを甲が知った時刻から起算し、復旧に２４時間以上経

過した場合に限り、甲の使用の中止時間を２４で除した数（小数点以下切捨て）

の日数分について、甲に対し年額の分担金を暦年で日割計算した額を返還す

る。 

 

（協定の解除） 

第１７条  乙は、甲が次の各号のいずれかに該当する場合＊５は、催告することなく書

面による通知をもって本協定を解除することができる。 

一 本協定又はこれに附随して締結した協定の各条項に違反したとき＊６ 



 

二 甲が監督官庁から営業の取消又は停止を命じられたとき＊６ 

三 甲が破産手続、民事再生手続、会社更生手続の開始、会社整理の申立てを

受け、又はこれらの申立てを自ら行ったとき＊６ 

四 甲が解散したとき＊６ 

２  甲及び乙は、本協定の円滑な履行が困難になったと認められる場合におい

ては、書面による催告の上、６０日以上の期間をおいて本協定を解除すること

ができる。 

３  乙は、道路［河川］管理用通信の通信量の増大等の事情により、専用芯線に

よっては不足が見込まれるなどの必要が生じた場合においては、６０日以上

の期間をおいて予告を行い、書面による合意の上、本協定を解除することがで

きる。 

＊５ 甲が国又は地方公共団体の場合は、「本協定又はこれに附随して締結した協定の各条項に違反したとき」と読み

替える 

＊６ 甲が国又は地方公共団体の場合は、削除 

 

（消費税相当額） 

第１８条  乙が甲に分担金を請求する場合、消費税（地方消費税）相当額を加算する。 

 

（端数処理） 

第１９条  分担金の計算において、その計算結果に１円未満の端数が出た場合はその

端数を切り捨てる。 

 

（苦情処理等） 

第２０条  甲の電気通信事業＊７につき、甲若しくは乙が第三者から苦情を受け又は第

三者に損害が生じた場合、甲は、甲の責任において苦情の処理及び損害額の賠

償を行うものとし、乙は一切免責されるものとする。 

＊７ 甲が国又は地方公共団体の場合は、「業務」と読み替える 

甲が有線テレビジョン放送施設者又は電気通信役務利用放送者（うち有線役務利用放送を行うもの。）の場合は、

「有線テレビジョン放送事業」又は「有線役務利用放送事業」と読み替える 

 

（使用上の制限） 

第２１条  甲は、兼用工作物を道路［河川］管理用通信及び甲の電気通信事業＊８の用

に供する以外の用途に使用してはならない。 

２  甲は、兼用工作物を第三者に譲渡若しくは貸与し、又は第三者のために権利

を設定してはならない。 

＊８ 甲が国又は地方公共団体の場合は、「業務」と読み替える 

甲が有線テレビジョン放送施設者又は電気通信役務利用放送事業者（うち有線役務利用放送を行う者。）の場合

は、「有線テレビジョン放送」又は「有線役務利用放送」と読み替える 



 

 

（守秘義務） 

第２２条  甲及び乙は、本協定に関して知り得た相手方の技術上その他の情報につい

て、秘密を厳守しなければならず、これを第三者に漏洩し、又は開示してはな

らない。ただし、法令上必要とされているとき又は相手方の書面による承諾を

得たときは、この限りでない。 

 

（損害賠償等） 

第２３条  甲は、その責めに帰すべき事由によって、道路［河川］管理用光ファイバケ

ーブル等について、全部又は一部を滅失又は毀損した場合は、その損害を賠償

しなければならない。 

２  甲は、本協定の定めにより、使用の中止、協定の解除がなされた場合、その

事由、名目等の如何にかかわらず、乙に対して営業補償費、移転料、立退料そ

の他これに類するものを一切請求することができない。 

 

（住所変更等の届出） 

第２４条  甲は、住所又は名称に変更があったときは、速やかに乙に届け出なければな

らない。 

 

（その他） 

第２５条  本協定に定めのない事項及び本協定に定める事項につき疑義を生じた場合、

その都度甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

（附則） 

１  この協定は、平成○○年○○月○○日から平成○○年３月３１日まで効力を有す

る。 

２  この協定の証として本書２通を作成し、記名押印の上各々１通を保有する。 

 

 

平成○○年○○月○○日 

株式会社△△代表取締役社長＊９       印 

道路［河川］管理者◇◇整備局長    印 

＊９ 甲の代表者を記入する 

 

 

 



別紙１

兼用工作物の範囲

対象区間 芯線番号 ケーブル長 芯線数 使用開始予定日

（道路）

〇〇

（所在地： ） 〇〇番～〇〇番

（㌔ポスト標示：

国道〇号 km） ｍ 平成〇〇年〇〇月

△△ 芯 〇〇日

（所在地： ）

（㌔ポスト標示：

km）

（河川）

○○川水系

△△川 ◎岸

始点 ○○番～○○番

（所在地： 地先）

（○○ k+○○ m） m 平成○○年○○月

終点 ○○日

（所在地： 地先） 芯

（○○ k+○○ m）

（注）兼用工作物の範囲等に関し疑義が生じないようにするため、適宜図面（位置図、平

面図、断面図）等によりその範囲の明確化を図ること。



別紙２

単価（１芯、１メートル、年額）

単 価

○○円



別紙３

クロージャでの接続

光成端箱での接続


